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【目的】居住地域の自治体が運営する
メールやLINEなどは,発災時にプッシュ通
知が届くケースが多く,情報弱者と言われ
る高齢者にとって,受動的に利用できるこ
のサービスは有益である.本稿では,高齢者
の中で自治体のサービスを登録している
者の特性を明らかにすることを目的とす
る.

39.7％が自治体を登録している

高齢者の中で自治体のICTサービスを登録している人の特性
近藤勢津子,水野一成（NTTドコモモバイル社会研究所）

【数量化理論第Ⅱ類】

自治体を登録している人の特性

①防災リテラシーが高い
②小規模都市に在住
③自治体に興味がある
④インターネット利用頻度が多い
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カテゴリースコア
登録していない＜＝＞登録している

アイテム名 レンジ 偏相関係数

防災リテラシー1) 1.71 1位 0.16 1位

都市規模 0.87 3位 0.11 2位

防災行政への満足 0.75 5位 0.09 3位

ネット頻度 0.94 2位 0.08 4位

外向的 0.66 6位 0.07 5位

エリア 0.80 4位 0.06 6位

行政への関心 0.51 7位 0.05 7位

居住地域の安全 0.32 10位 0.04 8位

テレビ頻度 0.43 8位 0.03 9位

新聞頻度 0.36 9位 0.03 10位

性別 0.08 11位 0.01 11位

家族構成 0.07 12位 0.01 12位

図1 自治体を登録している割合

図2 自治体を登録しているサービス（MA)

【説明変数 偏相関係数】防災リテラ
シー、都市規模がやや高い

表1 偏相関係数とレンジ

表2 カテゴリースコア
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